2017年8月14～15日　①　15日8時現在
憲法、終戦記念日
点検・自民改憲　／１　９条改正　主導権、首相から党へ
毎日新聞2017年8月15日　東京朝刊
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　自民党は、憲法改正に向けた条文案の作成を来年以降に先送りする検討を始めた。秋の臨時国会では同党が目指す改憲項目の概要を示す。安倍晋三首相が「スケジュールありきではない」と日程再考を表明したことを受け、世論をみながら党内論議を進める。党憲法改正推進本部（保岡興治本部長）は２９日に再開する予定だ。【小田中大】 
世論にらみつつ「自衛隊明記」 
　３日の内閣改造・自民党役員人事を境に、改憲の主導権は首相から自民党に移った。高村正彦副総裁は同日の記者会見で、首相に「これから憲法論議は党にお任せいただき、内閣は経済第一でやってもらいたい」と伝えたことを明かした。 
　首相は憲法記念日の５月３日、憲法に自衛隊の存在を明記する改正案に言及。自民党内で９条改正の議論がにわかに活発化した。 
　とはいえ、集団的自衛権の行使を可能にする安全保障法制の整備に続いて９条改正に踏み込めば、世論の反発は避けられない。公明党は首相の発言に距離を置いた。 
　自衛隊明記の真意は「平和主義」の骨抜きにあると受け止められたら、国会が改憲案を発議しても、国民投票で過半数が賛成する保証はない。そう懸念した自民党推進本部は、「９条の２」を新設し、文民統制（シビリアンコントロール）を明確にする案を軸に検討を進めている。「Ｘ条の２」は法的には「Ｘ条」とまったく別の条文であり、保岡氏は「９条は動かさないという政治的なメッセージだ」と解説する。 
　ただ、歴代政権は自衛隊を戦力に至らない「必要最小限度の実力組織」と位置付けてきた。自衛隊を憲法上の存在にすれば、戦力不保持を定めた９条２項との整合性が問われる。条文をどう書くかは難問だ。 
　党執行部は「前条（９条）の規定は、わが国を防衛するための必要最小限度の実力組織として自衛隊を設けることを妨げるものと解釈してはならない」など、従来の政府解釈を踏襲した条文案を想定する。 
　一方、党内には、９条２項を削除して「国防軍の保持」を規定した２０１２年の党憲法改正草案を支持する意見も根強い。代表格の石破茂元幹事長は６月２１日の推進本部で「自衛隊とは警察なのか、軍隊なのかが議論の核心だ」と改めて持論を展開。外務官僚出身の松川るい参院議員は「交戦権がない軍隊は国際法上、あり得ない」と述べ、交戦権を否認した２項の削除に賛成した。 
　今回、外相から転じた岸田文雄政調会長は６月、首相の改憲案に対し「今は９条の改正は考えない」と述べていた。岸田氏は今月９日、ＴＢＳの番組で「外相の立場では内閣不一致があってはいけない。ただ、政治家としての考え方はやはり大事にしていきたい」と語った。 
　　　　◇ 
　自民党憲法改正推進本部の議論を中心に、同党の改憲項目を点検する。＝つづく 
産経新聞2017.8.14 20:00更新 
【加計学園問題】前文部科学省事務次官、前川喜平氏「国会前の安保法制反対デモに参加していた」「バレてたら事務次官になっていなかった」「安保法制は憲法違反」　福島の講演で

前川喜平・前文部科学省事務次官 
　文部科学省の前川喜平前事務次官（６２）が自身の講演で、平成２７年９月に安保法制に反対した学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」などが国会前で行った集会に参加していたことを明かした。当時、前川氏は文科省の審議官で翌年の６月、事務次官に就任した。公務員で、しかも省庁事務方のトップを担い、加計学園問題でも参考人招致を受け、今も積極的に発言している前川氏が、従来から安倍政権に批判的だったことを自ら認めた形だ。
　前川氏は今月２日、福島市の福島県文化センターで開催された「前川さん大いにかたる」（主催・前川さんの話をきく会実行委員会）で講演した。
　前川氏は２時間近くに及ぶ講演の終盤近くになって、「ここだけ内緒の話ですけど」と前置きして「２年前の９月１８日、国会前にいたんです」と切り出した。
　前川氏は「集団的自衛権を認めるという解釈は成り立たない。立憲主義に反する」と主張。デモに参加した動機について「今日行かなきゃ、もうないと思ったんですね。その日は安保法制が参議院で成立した日ですから」と語った。
　一方で「ただそれはですね、バレてませんでしたから。これ、バレてたら事務次官になってなかったんです、おそらく」とも述べ、場内を沸かせた。
　また事務次官を退任する経緯については「天下り問題は文科省のオウンゴールで、官邸から（自分が）言うことを聞かないから首を切られたとは思っていない」と述べ、「政治案件ですから（加計学園問題を承認するのは）しょうがないと思っていた」と明かした。
　退任後になって加計学園問題で「政治的圧力」を発言するに至った動機については「ゆがめられた政治案件を正すには発言するしかないと思った」と説明した。
　これまでに閉会中審査なども含め、半年近く森友、加計学園問題が国会で審議されてきたが、安倍晋三首相の「働きかけ」は立証されておらず、前川氏も首相からの直接の口利きの存在は証言していない。
　　　　■
　（前川氏の該当部分の発言要旨）
　ここだけの内緒の話ですけど、２年前の９月１８日、国会前にいたんです。
　「ＳＥＡＬｓ（シールズ）」の連中はね、ラップのリズムで「集団的自衛権はいらない」って言ってるわけですよ。「集団的自衛権はいらない」って非常に散文的な言葉ですけど、これがあのリズムに乗るところがすごいですよね。「集団的自衛権はいらない」「集団的自衛権はいらない」ってこういうリズムで、こういくわけですね。
　これもシュプレヒコールっていうのかなとか、つまんないこと考えながらですね、面白いなって思って。
　私は安保法制は解釈改憲によるものですけども、集団的自衛権を認めるという解釈は成り立たない。立憲主義に反すると、やっと憲法の話になってますけどね。
　戦争はしないと９条で宣言している。自衛隊の存在を多くの国民が認めている。それは、ここまでは認められるというコンセンサスに近いものを作ってですね。専守防衛で自衛隊ならば、実力組織として認めてもいいんじゃないか、というところで踏みとどまっていたのが自衛隊だったと思うんです。
　それをいともあっさりと踏み越えてしまったんですね。しかも法制局の見解だ、閣議決定だと政府の中の考え方として、集団的自衛権は憲法上認められていると、ありもしないことを言って、あってはならない憲法解釈に基づいて法律作っちゃったわけですから。
　私は個人的には、安保法制は、集団的自衛権に基づく条文はすべて憲法違反だと思います。
　いや、これは安保法制は賛成の人もいますから、これは私の意見です。
　あの法律は作るべき法律ではなかったと思っていますので、そのためには一個人として、一国民として正門前に私は声を出す場がなければいけないと思ってですね。声を出すといったって、みんなに混じって言ってたんですけど。
　みんなに混じって言ってただけで、しかも行ったのは９月１８日の１回きりですからね。あの日はですね。今日行かなきゃもうないと思ったんですね。その日は安保法制が参議院で成立した日ですから。
　何も好き好んで満州事変の日にやらなくてもいいと思ったんですけども。９月１８日ですから、まさに日本が中国侵略を、本格的な中国侵略を始めた日ですよね。１９３１年９月１８日。
　だからまあ、日本が誤った戦争をしたというこの痛切な反省の上にできている憲法だからこそ、平和憲法というわけですから、その平和憲法を本当に土足で踏みにじるような行為、これはやっぱり問題だと思ってましたから、だからそれはですね、バレてませんから。
　これ、バレてたらおそらく事務次官になってなかったんです。あの、おそらく。
　まさかねえ、これから事務次官になるっていう人間がですよ、安保法制のデモにいるとは思わないですよね。
　だからこれ、本当に内緒の話ですから。（ＷＥＢ編集チーム）
しんぶん赤旗2017年8月15日(火)
７２周年の終戦記念日にあたって　日本共産党書記局長　小池　晃

　日本共産党の小池晃書記局長は、１５日の終戦記念日７２周年を迎えるにあたり、次の談話を発表しました。
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　一、７２回目の終戦記念日にあたり、日本共産党は、日本軍国主義がおしすすめた侵略戦争と植民地支配の犠牲となった内外の人々に、深い哀悼の意を表明します。
　いま、日本の政治は、戦争か平和かの歴史的な岐路にたっています。戦争の惨禍と反省を踏まえて日本国民が得た世界に誇る宝――憲法９条を守り抜き、憲法を生かした平和な日本を築くために、思想・信条の違い、政治的立場の違いをこえて、平和を願うすべてのみなさんが力をあわせることを心から呼びかけます。
　一、安倍政権は、立憲主義を踏み破り、集団的自衛権行使を容認する閣議決定と安保法制＝戦争法を強行し、アメリカとともに海外で戦争する国づくりに大きく踏み出しています。安倍首相は、５月３日の憲法記念日に９条改悪を公然と宣言し、９条に自衛隊を書き加えることで、「戦力の不保持」と「交戦権否認」を明記する９条２項を空文化させ、海外での無限定の武力行使に道を開こうとしています。
　日本共産党は、不戦の誓いをあらたにする日にあたって、日本を再び「戦争をする国」にしようとする安倍政権の暴走政治を許さないために全力をあげる決意をあらたにするものです。
　一、安倍政権の政治の私物化と、憲法と民主主義を壊し民意を無視する暴走政治は、国民から見放され、都議選での自民党惨敗という厳しい審判が下されました。それにもかかわらず、安倍首相は、９条改憲に固執しています。この政治姿勢の根底には、過去の侵略戦争と植民地支配を美化し、日本国憲法を敵視する特異な歴史観があります。国民の意思に背く暴走政治に未来はありません。
　「安倍政権の下での憲法９条改悪に反対する」ことで野党４党は一致し、９条改憲反対の市民の共同をめざす力強い動きも始まっています。日本共産党は、安倍政権を打倒し、新しい政治を切り開くために、野党と市民の共闘をさらに前進させ、多くの国民のみなさんと力をあわせるために力を尽くします。
　一、世界は、平和と核兵器廃絶に向かって大きな動きを開始しています。国連加盟国の約３分の２の国々が賛成し、核兵器禁止条約を採択しました。この歴史的な成果は、国際政治の「主役」が、一部の大国から、多数の国々の政府と市民社会に交代していること、そして、核兵器にしがみつく勢力が追いつめられていることを示しています。
　ところが日本政府は、唯一の戦争被爆国でありながら、交渉に参加せず、「署名することはない」と言い放つなど、核兵器廃絶へと向かう世界の流れに逆らうという許しがたい態度をとり、「被爆地は到底理解できません」「核兵器禁止条約への一日も早い参加を目指し、核の傘に依存する政策の見直しを進めてください」（長崎平和宣言）など、被爆者・被爆地から厳しい批判と抗議の声があがっています。
　日本共産党は、日本政府が核兵器禁止条約に参加することを真剣に検討することを強く求めます。そして、核兵器廃絶という日本国民の悲願に基づき、核兵器禁止条約に署名する政府をつくるためにも、野党と市民の共闘を発展させることをよびかけます。
終戦記念日、与野党が談話や声明を発表

読売新聞2017年08月15日 06時10分

　与野党は１５日の終戦記念日にあたり、談話や声明を発表した。

　自民党は北朝鮮情勢を念頭に、「平和安全法制（安全保障関連法）をはじめとする切れ目のない安全保障体制の下、いかなる事態にあっても国民の命と平和な暮らしを断固守り抜く」との決意を示した。

　公明党は、北朝鮮が「新たな段階の脅威」になったとしたうえで、「国連の制裁決議の履行を加盟国に求めると同時に、米国、中国、韓国と連携して外交による北朝鮮の非核化を実現する必要がある」と訴えた。

　民進党は、「安倍政権は、憲法解釈の変更による歯止めのない集団的自衛権の行使を容認し、立憲主義、平和主義を無視した憲法の改悪に向けて突き進もうとしている」と、安倍首相との対決姿勢を鮮明にした。

　共産党も「都議選での自民党惨敗という審判が下された。にもかかわらず、首相は９条改憲に固執している」と批判した。

　社民党は「安倍改憲が実現すれば、『戦争放棄の国』が『戦争する国』に転換する」と訴えた。自由党は「終戦の日を、二度と戦争が起こらない世界の実現を決意する日とすることこそが、真の追悼になる」とした。

　日本維新の会は「憲法９条の在り方については、国民の声にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(しんし),真摯)に耳を傾け、慎重に検討する」と、９条も含めた憲法改正を検討する方針を示した。

終戦の日の各党談話 
日経新聞2017/8/15 1:49
　与野党各党は15日の終戦の日にあわせて談話を発表した。
　自民　戦争の惨禍を決して繰り返さないとの決然たる誓いを貫いていく。国民の命と平和な暮らしを守ることは最も重要な責務であり、平和安全法制をはじめとする切れ目のない安全保障体制の下、平素からの備えを万全にし、いかなる事態にあっても国民の命と平和な暮らしを断固として守り抜いていく。
　民進　安倍政権は、憲法解釈の変更による歯止めのない集団的自衛権の行使を容認し、立憲主義、平和主義を無視した憲法の改悪に向けて突き進もうとしている。先の大戦の教訓と反省に基づき、武力行使に抑制的な国、立憲主義を尊重し自由と民主主義が保障される国を造りあげていく。
　公明　８月15日は戦争の悲惨さと残酷さを後世に伝え、不戦と平和を誓い合う日だ。わが国は戦後、「国民主権主義」「基本的人権の尊重」「恒久平和主義」の３原理をもつ日本国憲法の下で平和を享受し、社会の繁栄を築くことができた。今後も平和国家の基礎としてこの憲法３原理を堅持していく。
　共産　安倍晋三首相は９条に自衛隊を書き加えることで、海外での無限定の武力行使に道を開こうとしている。安倍政権を打倒し、新しい政治を切り開くために、野党と市民の共闘をさらに前進させる。
　維新　日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増す一方だ。国民が平和に生活できるようにするために政府と国会は重い責務を負っている。憲法９条については国民の声に真摯に耳を傾け慎重に検討していく。
　自由　戦争に良い戦争も悪い戦争もない。戦争のない世界を目指し、日々それぞれの立場で努力していくことが大事なことだ。戦争の記憶は、先の震災の記憶と同様に国家として継承していかなければいけない。
　社民　安倍政権が志向する「憲法改正」の本丸は「戦力不保持」と「交戦権の否認」を規定した９条２項の死文化だ。憲法改悪を断固阻止し、前文にある「恒久平和」の実現に向けて、これからも努力し続ける。
　こころ　先人たちの犠牲に応えるため、日本の歴史、伝統、文化に立脚した自主憲法を制定して真の独立を回復し、平和を維持し、世界の繁栄と平和に貢献することを誓う。
産経新聞2017.8.15 00:10更新 
【終戦の日談話】自民党は声明「国民の命と平和を断固守り抜く」
　自民党は１５日の終戦の日に合わせて声明を発表した。緊迫する北朝鮮情勢などを念頭に「いかなる事態にあっても国民の命と平和な暮らしを断固守り抜いてく」と表明した。全文は次の通り。
　　　　　◇
　本日、７２回目の終戦記念日を迎えました。先の大戦で犠牲となられたわが国並びに全ての国の英霊に対し、衷心より哀悼の誠をささげますとともに、戦争の惨禍を決して繰り返さないとの決然たる誓いを貫いてまいります。
　わが国は戦後一貫して平和国家として歩み続け、国際社会において世界の平和と安定の構築に主導的な役割を果たしてまいりました。今後も自由、民主主義、基本的人権、法の支配といった基本的価値を堅持し、「積極的平和主義」を高く掲げ、アジア太平洋地域をはじめ世界の平和と安定のために力を尽くしていかなければなりません。
　今日、国際情勢は目まぐるしく変化し、日本を取り巻く安全保障環境は一段と厳しさを増しています。国民の命と平和な暮らしを守ることは最も重要な責務であり、平和安全法制をはじめとする切れ目のない安全保障体制の下、平素からの備えを万全にし、いかなる事態にあっても国民の命と平和な暮らしを断固守り抜いてまいります。
　わが党は、平和と自由を愛する国民政党として、先人が築いた「平和国家日本」を次の世代に引き継いでいくとともに、歴史と謙虚に向き合い、世界の平和と繁栄に積極的に貢献してまいります。
産経新聞2017.8.15 00:04更新 
【終戦の日談話】民進・蓮舫代表「安倍政権は憲法改悪に突き進もうとしている」
　民進党は１５日の終戦の日に合わせて蓮舫代表の談話を発表した。先の大戦について「植民地支配と侵略によりアジア諸国に多大の損害と苦しみを与えた」とし、安倍晋三政権に対しては「立憲主義、平和主義を無視した憲法改悪に突き進もうとしている」と批判した。全文は次の通り。
　　　　　◇
　本日、７２回目の終戦の日を迎えました。先の戦争で犠牲となられた内外すべての人々に思いを致し、国民の皆さまとともに衷心より哀悼の誠をささげます。
　先の大戦では、植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対し、多大の損害と苦しみを与えました。二度と同じ過ちをおかしてはならないとの思いを新たにし、後世へと伝えていくことをお誓いします。
　戦後の日本は、憲法の平和主義のもと、焦土と化した国の復興に全力を傾注し、自由で平和で豊かな民主主義国家をつくり上げました。同時に、経済協力、人道支援、ＰＫＯなど諸外国の繁栄・発展、国際社会の平和と安定につながる日本独自の貢献を行ってきました。戦後日本が歩んできた道は正しいものであり、誇れるものであったと確信します。
　戦後７２年、日本は今、時代の大きな岐路に立たされています。戦後、日本人が育てあげ、守り続けてきた「立憲主義」と「平和主義」が脅かされようとしています。安倍政権は、憲法解釈の変更による歯止めのない集団的自衛権の行使を容認し、今また、立憲主義、平和主義を無視した憲法の改悪に向けて突き進もうとしています。
　民進党は、先の大戦の教訓と反省に基づき、憲法の平和主義の下で武力行使に抑制的な国、立憲主義を尊重し自由と民主主義が保障される国を作り上げていくことを誓います。世界に対しても、新しい平和秩序づくりに傍観者たることなく貢献していきます。北朝鮮の核・ミサイル開発をはじめ、世界平和を脅かす動きに対しては国際社会と連携・協調して厳正に対処していくとともに、アジア諸国との和解を進めていけるよう全力を尽くしていく決意をここに表明します。
産経新聞2017.8.15 00:08更新 
【終戦の日談話】日本維新・松井一郎代表、憲法９条改正に「国民の声に真摯に耳を傾け、慎重に検討」
　日本維新の会は、終戦の日の１５日に合わせて松井一郎代表（大阪府知事）のコメントを発表し、「国家と国民を守るために責任ある対応を果たすべく、粉骨砕身の努力を傾注する」とした。また、憲法改正に関連し、「９条の在り方については、国民の声に真摯（しんし）に耳を傾け、慎重に検討していく」とした。全文は次の通り。
◇
　「戦没者を追悼し平和を祈念する日」を迎え、全ての戦没者に対し哀悼の誠を（ささ）げ、心よりご冥福をお祈り申し上げます。
　北朝鮮の核ミサイルが現実の脅威となる等、日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増す一方です。日本国民が二度とあのような戦禍を経験することなく、引き続き平和のうちに生活できるようにするために、政府と国会は重い責務を負っています。
　我が党は昨年、教育無償化、国と地方の統治機構改革、憲法裁判所の設置を内容とする憲法改正原案を発表しました。憲法９条の在り方については、国民の声に真摯に耳を傾け、慎重に検討してまいります。今後とも、国家と国民を守るために責任ある対応を果たすべく、粉骨砕身の努力を傾注してまいります。
産経新聞2017.8.15 00:05更新 
【終戦の日談話】公明「世界平和に貢献」、共産「暴走政治を許さない」、自由「戦争の記憶を継承」、社民「憲法改悪を阻止」、こころ「自主憲法を制定」
　他党の終戦の日の談話要旨は次の通り。
　【公明党】党アピール「憲法の国民主権主義、基本的人権の尊重、恒久平和主義の３原理を平和国家の基礎として堅持する。『核兵器のない世界』を目指し、『平和の党』として世界平和にさらなる貢献をしていく」
　【共産党】小池晃書記局長談話「不戦の誓いを新たに、日本を『戦争をする国』にしようとする暴走政治を許さないため全力を挙げる」
　【自由党】小沢一郎代表談話「戦争の記憶を継承し、世界平和の実現と、わが国の平和のため全力を尽くす」
　【社民党】党声明「憲法改悪を阻止し、憲法前文の『恒久平和』の実現に向け努力し続ける」
　【日本のこころ】中山恭子代表談話「歴史認識を巡り、わが国への中傷が世界に拡散したのは憂うべきことだ。自主憲法を制定し、世界の繁栄と平和に貢献していく」
１５日、終戦記念日＝７２回目、東京で戦没者追悼式
　７２回目の終戦記念日となる１５日、政府主催の全国戦没者追悼式が東京都千代田区の日本武道館で開かれる。天皇、皇后両陛下や安倍晋三首相、遺族ら計約６７００人が参列する。日中戦争と太平洋戦争で犠牲となった約３１０万人（軍人軍属など約２３０万人、民間人約８０万人）の冥福を祈り、平和への誓いを新たにする。
　式典では、安倍首相が式辞を述べた後、正午から１分間、参列者全員で黙とうする。天皇陛下のお言葉に続き、衆参両院議長、遺族代表らが追悼の辞を述べ、代表者らが献花する。
　厚生労働省によると、参列を予定している遺族は５２２５人。最高齢は夫を沖縄戦で失った東京都の女性（１０１）で、最年少は曽祖父が同じく沖縄で戦死した地元の就学前の男児（６）。戦没者の父母の参列は７年連続でない。妻は６人で過去最少。戦後生まれは１３３９人で、遺族全体に占める割合は過去最高の２５．６％となった。
　戦没者約３１０万人のうち、海外で亡くなった人は約２４０万人に上る。７月末時点で、収容された遺骨は約１２７万柱にとどまり、約１１３万柱がいまだ異国の地や海に眠っている。（時事通信2017/08/14-14:23）
終戦の日　１５日　全国戦没者追悼式、日本武道館で
毎日新聞2017年8月14日 19時11分(最終更新 8月14日 19時11分)
　終戦から７２年となる１５日、政府主催の全国戦没者追悼式が東京都千代田区の日本武道館で開かれる。全国の遺族約５２００人に加え、天皇、皇后両陛下、安倍晋三首相ら計約６７００人の参列を予定。日中戦争と第二次世界大戦で犠牲となった約３１０万人を悼み、平和への誓いを新たにする。 
　天皇陛下の退位を実現する特例法が６月に成立してから初めての追悼式。退位が２０１８年末もしくは１９年３月であれば、天皇陛下の追悼式参列は今年も含め、あと２回になる。 
　安倍首相は１３年から昨年までの４回の式辞で、歴代首相が述べたアジア諸国への加害責任や謝罪に触れず「不戦の誓い」との文言も使わなかった。憲法９条の改正に言及する中、今年の式辞内容にも注目が集まる。 
　厚生労働省によると、参列予定の遺族のうち、戦没者の妻は昨年より１人少ない６人（０．１％）と過去最少を更新する一方、戦後生まれの人は過去最多の１３３９人（２５．６％）になる。１５日は４０都道府県で関連行事があり、計約３万５０００人の参列が予定されている。 
　追悼式は正午前に始まり、正午の時報を合図に参列者全員で黙とう。その後、天皇陛下がおことばを述べられる。【桐野耕一】 
終戦の日、首相式辞の文言に注目　情勢緊迫の中、問われる平和
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　終戦から72年となる15日、政府主催の全国戦没者追悼式が東京都千代田区の日本武道館で開かれる。天皇、皇后両陛下や安倍晋三首相、約5200人の戦没者遺族らが参列し、先の大戦で犠牲になった約310万人を悼む。

　北朝鮮が米領グアム沖へのミサイル発射検討を表明し、トランプ米大統領が軍事報復を示唆するなど情勢は緊迫。平和の在り方が問われる中での追悼式となる。

　安倍首相は昨年までの追悼式で、歴代首相が触れてきたアジア諸国への加害と反省に言及しなかった。「不戦の誓い」との言葉も使わず、近隣諸国の反発を招いた経緯もあり、今年の式辞の内容が注目される。

文大統領、１５日に演説＝歴史・安保の分離強調か－韓国


１４日、ソウルの大統領府で、文在寅大統領（左）と握手する、車いすに乗った元慰安婦の金福童さん（韓国大統領府提供）
　【ソウル時事】韓国の文在寅大統領は１５日、日本の植民地からの解放記念日である「光復節」の記念式典で演説する。式典には元慰安婦や戦時徴用された元労働者らが招待されており、慰安婦合意をはじめ、歴史問題に言及する可能性が高い。ただ、未来志向の日韓関係構築に向け、慰安婦合意を含む歴史問題と、安全保障や経済などを切り離して対処していく「ツートラック（２路線）」戦略を改めて強調するとみられる。
　文大統領は１４日、元慰安婦の金福童さんや福岡県の炭鉱に徴用された元労働者らを大統領府に招き、昼食を共にしながら懇談した。
　文大統領は７月７日、ドイツ北部ハンブルクで行った安倍晋三首相との初会談で、慰安婦合意について、「国民の大多数が情緒的に受け入れられないでいる現実を認め、両国が共同で努力し、賢く解決していくべきだ」と指摘した。同時に「関係発展の障害になってはならない」とも述べており、未来志向の関係構築に向け交互に相手国を訪問する「シャトル外交」の再開で一致している。
　韓国外務省は、慰安婦合意の交渉過程や履行について検証する作業部会を設置し、年内にも報告書をまとめる予定。文大統領は報告を受けるまで、合意の見直しや再交渉といった踏み込んだ発言を控えるとみられる。（時事通信2017/08/14-17:34）
防衛省が中小企業技術導入へ調査　自衛隊装備、産軍接近に懸念
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防衛省が自衛隊装備に使える中小企業技術の調査をした内部文書の写し

　防衛省が自衛隊の装備に使える中小企業の技術がないか調査に乗り出したことが14日、同省などの内部文書で分かった。装備の調達はこれまで防衛産業の大手企業に依存していたが、防護服向け繊維の開発など中小企業の技術に着目、軍事転用の裾野を広げる。先端技術を国内の防衛分野で活用することで、高い関心を持つ米国や中国などへの売却、流出を阻む狙いもある。一方、産業と防衛の接近が進むことに懸念も生じている。

　米国防総省もすでに日本企業の技術調査に着手しており、民間技術を軍事分野でも使う「デュアルユース」の動きが日米で加速している形だ。
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